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令和８年度当初予算案の概要

Ⅰ 会計別予算額
１　一般会計及び各特別会計    （単位：千円）

令和８年度
当初予算額

令和７年度
当初予算額

増  減  額
 増減率
（％）

31,280,000 30,190,000 1,090,000 3.6

5,950,000 5,973,000 ▲ 23,000 ▲ 0.4

1,187,000 949,000 238,000 25.1

5,485,000 5,211,000 274,000 5.3

12,622,000 12,133,000 489,000 4.0

43,902,000 42,323,000 1,579,000 3.7

（単位：千円）

令和８年度
当初予算額

令和７年度
当初予算額

増  減  額
 増減率
（％）

収　入 1,810,309 1,683,528 126,781 7.5

支　出 1,698,599 1,565,288 133,311 8.5

収　入 236,249 489,105 ▲ 252,856 ▲ 51.7

支　出 669,055 913,492 ▲ 244,437 ▲ 26.8

収　入 2,046,558 2,172,633 ▲ 126,075 ▲ 5.8

支　出 2,367,654 2,478,780 ▲ 111,126 ▲ 4.5

Ⅱ　一般会計予算
１　当初予算額の推移 （単位：千円）

当 初 予 算 額 対 前 年 増 減 額  増減率（％）

28,230,000 1,120,000 4.1

28,320,000 90,000 0.3

29,650,000 1,330,000 4.7

30,190,000 540,000 1.8

31,280,000 1,090,000 3.6

２　財政調整基金の状況 （単位：千円）

積立金 取崩額

159,784 570,000 2,764,216

※原則として表示単位未満を四捨五入しています。このため、計算の積み上げと合計が一致しない場合があります。

３　地方債の状況 （単位：千円）

借入（見込） 償還（見込）

842,700 1,813,449 16,294,793

※原則として表示単位未満を四捨五入しています。このため、計算の積み上げと合計が一致しない場合があります。

令和８年度末
　　現在高（見込）

令和８年度中増減

令和８年度末
　　現在高（見込）

令和８年度中増減

3,174,432

令和７年度末
　現在高（見込）

令和７年度末
　現在高（見込）

17,265,541

資 本 的 収 支

合　　　計

令 和 ５ 年 度

令 和 ６ 年 度

令 和 ７ 年 度

令 和 ８ 年 度

会　　計　　名

一　般　会　計

合　　　計

２　下水道事業会計    

令 和 ４ 年 度

年      度

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

小　　計

収 益 的 収 支

特
別
会
計

 区      分



（一般会計）

№ 事　　業　　名 事　業　内　容 予算額 備考

1
かずさ水道広域連合企業
団負担金及び出資金

水道事業統合広域化出資金
自家発電設備整備事業に係る出資金
災害対策に係る出資金

160,800

2 舗装修繕事業
舗装改良工事（市道中袖南袖線・市道北袖インター
チェンジ線） 83,900

3 交通安全施設整備事業 自転車通行空間整備工事（市道袖ケ浦駅前線他） 6,390

4 橋梁長寿命化修繕事業
橋梁補修設計委託（蔵波殿畑一号橋・蔵波辺田一号
橋）
橋梁補修工事（新田橋・槍水橋側道橋）

191,140

5
雨水下水道施設長寿命化
修繕事業

雨水管渠点検調査委託（五反田川第一排水区他） 1,094

6
雨水幹線管渠建設改良事
業

奈良輪第一排水区整備に係る費用対効果分析委託 7,986

7 消防水利整備管理事業 消火栓維持管理負担金 24,200

8 小学校環境整備事業
昭和小学校照明器具更新工事
蔵波小学校照明器具更新工事 94,325

569,835

４　国の補正予算を活用し令和７年度２月補正予算で前倒しして予算化する事業

(単位：千円）

合　　　　　計

※令和８年度当初予算に計上を予定していた事業の一部について、国の令和７年度補正予算を活用し、

令和７年度２月補正にて予算計上（繰越明許）し、令和８年度に実施するものです。



５　歳入内訳

予算額 構成比 予算額 構成比 比較 増減率

　Ａ （％） Ｂ （％）   Ａ-Ｂ （Ａ－Ｂ）/B(%)

1 市 税 16,526,429 52.8 15,422,818 51.1 1,103,611 7.2

2 地 方 譲 与 税 367,100 1.2 367,820 1.2 ▲ 720 ▲ 0.2

3 利 子 割 交 付 金 36,000 0.1 7,600 0.0 28,400 373.7

4 配 当 割 交 付 金 88,000 0.3 61,000 0.2 27,000 44.3

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 92,000 0.3 69,000 0.2 23,000 33.3

6 法 人 事 業 税 交 付 金 159,000 0.5 155,000 0.5 4,000 2.6

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,780,000 5.7 1,698,000 5.6 82,000 4.8

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 98,000 0.3 94,000 0.3 4,000 4.3

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

10 環 境 性 能 割 交 付 金 1 0.0 47,000 0.2 ▲ 46,999 ▲ 100.0

11 地 方 特 例 交 付 金 134,500 0.4 92,000 0.3 42,500 46.2

12 地 方 交 付 税 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

13 交通安全対策特別交付金 6,000 0.0 7,000 0.0 ▲ 1,000 ▲ 14.3

14 分 担 金 及 び 負 担 金 177,190 0.6 166,503 0.6 10,687 6.4

15 使 用 料 及 び 手 数 料 471,842 1.5 446,846 1.5 24,996 5.6

16 国 庫 支 出 金 5,759,737 18.4 5,165,025 17.1 594,712 11.5

17 県 支 出 金 2,936,647 9.4 2,448,835 8.1 487,812 19.9

18 財 産 収 入 64,903 0.2 35,386 0.1 29,517 83.4

19 寄 附 金 100,100 0.3 72,000 0.2 28,100 39.0

20 繰 入 金 601,039 1.9 1,120,894 3.7 ▲ 519,855 ▲ 46.4

21 繰 越 金 300,000 1.0 300,000 1.0 0 0.0

22 諸 収 入 708,811 2.3 1,023,972 3.4 ▲ 315,161 ▲ 30.8

23 市 債 842,700 2.7 1,359,300 4.5 ▲ 516,600 ▲ 38.0

歳 入 合 計 31,280,000 100.0 30,190,000 100.0 1,090,000 3.6

６ 市税内訳
令和８年度 令和７年度

予算額 構成比 予算額 構成比 比較 増減率

Ａ (％) Ｂ (％) Ａ－Ｂ （Ａ－Ｂ）/B(%)

5,524,435 33.4 5,387,956 34.9 136,479 2.5

個 人 4,464,578 27.0 4,200,564 27.2 264,014 6.3

法 人 1,059,857 6.4 1,187,392 7.7 ▲ 127,535 ▲ 10.7

9,621,748 58.2 8,683,716 56.3 938,032 10.8

217,071 1.3 220,973 1.4 ▲ 3,902 ▲ 1.8

540,000 3.3 520,000 3.4 20,000 3.8

607,175 3.7 595,673 3.9 11,502 1.9

16,000 0.1 14,500 0.1 1,500 10.3

16,526,429 100.0 15,422,818 100.0 1,103,611 7.2

構成比について、表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

固 定 資 産 税

区　　　分

(単位：千円）

(単位：千円）

  区     分

市 民 税

令和８年度 令和７年度

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

都 市 計 画 税

市　　　税　　　合　　　計

入 湯 税



（主な歳入の特徴）

市税において、個人市民税は、直近の経済状況や賃金の上昇傾向から、前年度対比２億６，４０

１万４千円増の４４億６，４５７万８千円と見込んだ。

法人市民税は、近年の傾向や企業の業績見込み等から、前年度対比１億２，７５３万５千円減の

１０億５，９８５万７千円を見込んだ。

固定資産税のうち、土地については、評価替え基準年度の第３年度であり、価格は据え置かれる

が負担調整措置による増額を見込み、家屋については、工場等の新増築による増額を見込み、償却

資産については、一部の事業者による大規模な設備投資による増額を見込み、全体として前年度対

比９億３，８０３万２千円増の９６億２，１７４万８千円を見込んだ。

軽自動車税は、近年の登録台数の傾向と環境性能割が令和８年３月３１日をもって廃止予定であ

ること等から、前年度対比３９０万２千円減の２億１，７０７万１千円を見込んだ。

市たばこ税は、加熱式たばこの課税方式の見直しが令和８年４月と１０月の２段階で実施される

こと等から、前年度対比２，０００万円増の５億４，０００万円を見込んだ。

入湯税は、直近の傾向等から、前年度対比１５０万円増の１，６００万円を見込んだ。

市税全体として、前年度対比１１億３６１万１千円増の１６５億２，６４２万９千円を見込んだ。

地方消費税交付金は、近年の物価高の傾向等から、前年度比８，２００万円増の１７億８，００

０万円を見込んだ。

国庫支出金は、児童手当交付金、訓練等給付費等負担金などの増により、前年度対比５億９，４

７１万２千円増の５７億５，９７３万７千円を見込んだ。

県支出金は、公立学校給食費無償化支援事業補助金、訓練等給付費等負担金などの増により、前

年度対比４億８，７８１万２千円増の２９億３，６６４万７千円を見込んだ。

繰入金は、財政調整基金繰入金などの減により、前年度対比５億１，９８５万５千円減の６億１

０３万９千円を見込んだ。

市債は、昭和中学校校舎増築事業債、道路修繕事業債などの減により、前年度対比５億１，６６

０万円減の８億４，２７０万円を見込んだ。



７　歳出内訳

（目的別） （単位：千円）

　 令和８年度 令和７年度
比較 増減率

　　区　　　分
当初予算額Ａ

構成比
（％）

当初予算額Ｂ
構成比
（％）
　　　　　Ａ－Ｂ　　　　（Ａ－Ｂ）/B(%)

１　 議　会　費 269,878 0.9 271,006 0.9 ▲ 1,128 ▲ 0.4

２　 総　務　費 3,431,491 11.0 3,594,283 11.9 ▲ 162,792 ▲ 4.5

３ 　民　生　費 14,299,079 45.7 12,903,027 42.7 1,396,052 10.8

４　 衛　生　費 3,301,915 10.6 3,019,704 10.0 282,211 9.3

５ 　労　働　費 985 0.0 3,003 0.0 ▲ 2,018 ▲ 67.2

６　 農林水産業費 704,937 2.3 632,920 2.1 72,017 11.4

７　 商　工　費 758,421 2.4 737,323 2.4 21,098 2.9

８　 土　木　費 2,205,633 7.1 2,012,561 6.7 193,072 9.6

９　 消　防　費 1,561,500 5.0 1,451,255 4.8 110,245 7.6

10　 教　育　費 2,684,616 8.6 3,542,776 11.7 ▲ 858,160 ▲ 24.2

11　 災害復旧費 300 0.0 300 0.0 0 0.0

12　 公　債　費 1,961,245 6.3 1,921,842 6.4 39,403 2.1

13　 予　備　費 100,000 0.3 100,000 0.3 0 0.0

歳 出 合 計 31,280,000 100.0 30,190,000 100.0 1,090,000 3.6

（性質別） （単位：千円）

　 令和８年度 令和７年度
比較 増減率

　　区　　　分
当初予算額Ａ

構成比
（％）

当初予算額Ｂ
構成比
（％）
　　　　　Ａ－Ｂ　　　　（Ａ－Ｂ）/B(%)

１　人件費 6,604,416 21.1 6,348,056 21.0 256,360 4.0

２　物件費 6,226,968 19.9 6,185,001 20.5 41,967 0.7

３　維持補修費 180,291 0.6 252,946 0.8 ▲ 72,655 ▲ 28.7

４　扶助費 9,107,773 29.1 8,048,275 26.7 1,059,498 13.2

５　補助費等 2,878,691 9.2 2,771,256 9.2 107,435 3.9

６　普通建設事業費 1,627,045 5.2 2,029,118 6.7 ▲ 402,073 ▲ 19.8

７　災害復旧事業費 300 0.0 300 0.0 0 0.0

８　公債費 1,961,245 6.3 1,921,842 6.4 39,403 2.1

９　積立金 164,697 0.5 156,866 0.5 7,831 5.0

10　投資及び出資金・貸付金 227,172 0.7 314,700 1.0 ▲ 87,528 ▲ 27.8

11  繰出金 2,201,402 7.0 2,061,640 6.8 139,762 6.8

12　予備費 100,000 0.3 100,000 0.3 0 0.0

歳 出 合 計 31,280,000 100.0 30,190,000 100.0 1,090,000 3.6

構成比について、表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。



（主な歳出の特徴）

1．目的別歳出
総務費は、自動運転社会実装推進事業などの増があるものの、地域公共交通づくり事業、基幹情報シス

テム管理事業費などの減により、前年度対比１億６，２７９万２千円減の３４億３，１４９万１千円と

なった。

民生費は、私立保育施設等整備助成事業などの減があるものの、訓練等給付費等支給事業、児童手当支

給事業などの増により、前年度対比１３億９，６０５万２千円増の１４２億９，９０７万９千円となった。

衛生費は、かずさ水道広域連合企業団負担金及び出資金などの減があるものの、スポーツ施設管理事業、

保健衛生関係機関負担金等事務費などの増により、前年度対比２億８，２２１万１千円増の３３億１９１

万５千円となった。

農林水産業費は、土地改良推進事業などの減があるものの、農道・農業用排水路維持管理費、「輝け！

ちばの園芸」次世代産地整備支援事業などの増により、前年度対比７，２０１万７千円増の７億４９３万

７千円となった。

商工費は、中小企業支援事業などの減があるものの、企業等振興支援事業、観光協会活動支援事業など

の増により、前年度対比２，１０９万８千円増の７億５，８４２万１千円となった。

土木費は、舗装修繕事業などの減があるものの、地域公共交通づくり事業、下水道事業会計繰出金など

の増により、前年度対比１億９，３０７万２千円増の２２億５６３万３千円となった。

消防費は、無線県域及び共同指令センター運営事業などの減があるものの、常備消防車両整備事業、維

持管理費などの増により、前年度対比１億１，０２４万５千円増の１５億６，１５０万円となった。

教育費は、長浦おかのうえ図書館運営事業などの増があるものの、昭和中学校校舎増築事業【継続費】、

総合運動場等管理事業などの減により、前年度対比８億５，８１６万円減の２６億８，４６１万６千円と

なった。

公債費は、償還金の元金及び利子の増により、前年度対比３，９４０万３千円増の１９億６，１２４万

５千円となった。

２．性質別歳出
人件費は、職員の給与改定に伴う増などにより、前年度対比２億５，６３６万円増の６６億４４１万６

千円となった。

物件費は、幼保連携推進事業（吉野田保育所解体）などの減があるものの、自動運転社会実装推進事業、

共同調理事業などの増により、前年度対比４，１９６万７千円増の６２億２，６９６万８千円となった。

維持補修費は、庁舎維持補修事業などの増があるものの、総合運動場等管理事業、健康づくり支援セン

ター管理事業などの減により、前年度対比７，２６５万５千円減の１億８，０２９万１千円となった。

扶助費は、未移行私立幼稚園等利用給付事業などの減があるものの、訓練等給付費等支給事業、児童手

当支給事業などの増により、前年度対比１０億５，９４９万８千円増の９１億７７７万３千円となった。

補助費等は、児童発達支援センター等運営費助成事業などの減があるものの、下水道事業会計繰出金、

保健衛生関係機関負担金等事務費などの増により、前年度対比１億７４３万５千円増の２８億７，８６９

万１千円となった。

普通建設事業費は、放課後児童クラブ施設整備事業などの増があるものの、昭和中学校校舎増築事業

【継続費】、舗装修繕事業などの減により、前年度対比４億２０７万３千円減の１６億２，７０４万５千

円となった。

公債費は、償還金の元金及び利子の増により、前年度対比３，９４０万３千円増の１９億６，１２４万

５千円となった。

繰出金は、後期高齢者医療特別会計繰出金などの増により、前年度対比１億３，９７６万２千円増の２

２億１４０万２千円となった。



令和８年度当初予算案　歳入内訳
　（単位:千円）

　　　　構成比について、表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

市 税
16,526,429

52.8%

国庫支出金
5,759,737
18.4%

県支出金
2,936,647

9.4%

地方消費税交付金
1,780,000

5.7%

市債
842,700
2.7%

諸収入
708,811
2.3%

繰入金
601,039
1.9%

使用料及び手数料
471,842
1.5%

地 方 譲 与 税
367,100
1.2%

繰越金
300,000
1.0% 分担金及び負担金

177,190
0.6%

その他
808,505
2.6%

歳入総額
31,280,000千円

固定資産税
9,621,748
58.2%

市民税
5,524,435
33.4%

都市計画税
607,175
3.7%

市たばこ税
540,000
3.3%

軽自動車税
217,071
1.3%

市税の内訳
16,526,429千円

※入湯税 16,000千円 0.1％

大きい順

大きい順



令和８年度当初予算案　歳出内訳
（単位:千円）

 　　　　　　構成比について、表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

民 生 費
14,299,079

45.7%

総 務 費
3,431,491
11.0%

衛 生 費
3,301,915
10.6%

教 育 費
2,684,616

8.6%

土 木 費
2,205,633

7.1%

公 債 費
1,961,245

6.3%

消 防 費
1,561,500

5.0%

商 工 費
758,421
2.4%

農林水産業費
704,937
2.3%

その他
371,163
1.2%

歳出総額
31,280,000千円

〔目的別内訳〕

大きい順

扶助費
9,107,773
29.1%

人件費
6,604,416
21.1%

物件費
6,226,968
19.9%

補助費等
2,878,691

9.2%

繰出金
2,201,402

7.0%

公債費
1,961,245

6.3%

普通建設事業費
1,627,045

5.2%

維持補修費
180,291
0.6%

投資及び出資金・貸付金
227,172
0.7%

積立金
164,697
0.5%

予備費
100,000
0.3%

災害復旧事業費
300
0.0%

大きい順

歳出総額
31,280,000千円

〔性質別内訳〕



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表示単位未満を四捨五入しています。このため、計算の積み上げと合計が一致しない場合

があります。 
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※表示単位未満を四捨五入しています。このため、計算の積み上げと合計が一致しない場

合があります。 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表示単位未満を四捨五入しています。このため、計算の積み上げと合計が一致しない場

合があります。 

 


